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自然災害リスクに対する人々の知恵は、古くは地名命名にも活かされてきた。

土砂災害等の対策工事が進むようになると、住居表示や新地名の使用により地

名に対する人々の意識も薄れた。しかし、土砂災害防止法の施行により、対策

の中心は情報伝達体制の整備や土砂災害リスクの高い区域（土砂災害警戒区域

等）の周知等に変化している。災害リスクの高い区域の周知は区域の土地等の

資産価値に影響を及ぼすが、その要素には追加的なアナウンスメント効果が含

まれている。そのため、資産評価に当たっては、リスクに対する認知上の問題

や類似する負の便益の帰着分との整理問題が生じている。 

本研究は、土砂災害警戒区域等指定が各地で進められていることを背景とし

て、指定区域内の不動産の取引市場は未成熟な場合が多いことも念頭に、資産

評価上の課題を整理した上で合理的な評価方法について検討する。 
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